
資料１－２

がんの医療連携体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

2 厚生労働省がん対策情報（平成29年） 2 2

胃 9.2 増加を目指す 6.5

肺 5.9 増加を目指す 4.9

大腸 6.2 増加を目指す 5.6

子宮頸 12.5 増加を目指す 14.5

乳 16.5 増加を目指す 15.1

男性 121.1 全道平均以下 119.6 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値109.3

女性 212.3 全道平均以下 208.6 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値162.1

男性 120.7 全道平均以下 108.1 令和3年度人口動態調査[厚生労働省]　全道値95.6

女性 78.9 全道平均以下 75.0 令和3年度人口動態調査[厚生労働省]　全道値65.8

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○ ○今後も継続した取り組みが必要

○ ○今後も継続した取り組みが必要

○ ○今後も継続した取り組みが必要

○ ○今後も継続した取り組みが必要

△ ○今後も継続した取り組みが必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旧地域推進方針の進捗状況                                                                             

取組状況

・釧路圏域健康づくり事業行動計画及び各市町村健康増進計画に基づき普及・啓発の取

り組みを実施

・小学生を対象とした｢がん教育出前講座｣（H30・R元年度実施）延べ3校

・がん検診センター及びがん診療拠点病院では、パネル展や市民公開講座等のイベント

開催による普及・啓発が実施されている。

・管内の禁煙治療を実施している医療機関等について、釧路保健所ホームページに掲載

・各市町村の特定保健指導等において、禁煙希望者への情報提供や相談支援が行われて

いる。

・未成年者（20未満の者）喫煙防止講座　延べ28校で実施

・各種会議や研修会等を通じて、北海道受動喫煙防止条例地域説明会を実施し、普及啓

発に取り組んだ。　延べ22回

がん診療連携拠点病院数（か所）

指標名

がん検診受診率（％）
（参考値）

平成28年度
地域保健・健康増進事業報告

禁煙率（％）

全国値を100としたときの指標

平成29年度北海道健康増進計画指標調査
事業

がんによる７５歳未満年齢調整死亡率

（人口１０万対）

平成27年度人口動態調査［厚生労働省］
保健所算出値

推進方針記載の施策の方向性

健康のために望ましい生活習慣やがんに関する正しい知識を身につ

けることができるよう、普及・啓発を行います。

たばこをやめたい人が、医療機関、薬局、市町村、保健所や事業所

などの身近なところで禁煙支援を受けることができる体制の整備を

促進します。

喫煙が及ぼす健康への影響についての普及・啓発などを、市町村、

学校、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会等の関係団体と連

携して実施します。特に未成年は健康への影響が大きいため、小学

校での喫煙防止講座などにより普及啓発を実施します。

令和4年度地域保健・健康増進事業報告

受動喫煙を防止するために、公共施設をはじめ職場や家庭等におけ

る禁煙や適切な分煙を進めます。

保健所や市町村は、がん検診の受診率の向上に向け、企業との連携

やマスメディアのほか、健康教室等を活用した普及・啓発を行うと

ともに、受診率の低い年代への受診勧奨などに取り組みます。

・北海道のきれいな空気の施設登録事業（受動喫煙防止の取り組み）　R6年5月末現在

登録施設数　463施設

・飲食店等に対して、受動喫煙防止対策に関する相談対応

・市町村では、女性の多い職場を回っての検診受診勧奨や、事業所に対する啓発活動が

取り組まれている。
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△ ○今後も継続した取り組みが必要

△ ○今後も継続した取り組みが必要

△ ○今後も継続した取り組みが必要

△ ○今後も継続した取り組みが必要

○
○がん診療拠点病院を中心とした関係者間の連携強

化を図る必要がある。

保健所や市町村は、「釧路圏域地域保健・職域保健連携推進連絡

会」での協議などを通じ、がん検診と特定健診との一体的な実施を

促進するとともに、コール・リコール、個別訪問、インターネット

予約など受診につながる取組を促進し、受診率の向上を図ります。

保健所や市町村は、がん検診の精検受診率やがん発見率などの指標

を分析し、精度の維持・向上をを図ります。

がんの罹患や治療後の経過等に関する情報が予防・治療等に効果的

に活用されるよう、住民への普及啓発を行います。

より身近なところで必要ながん医療を受けることができるよう、地

域がん診療連携拠点病院やその他のがん医療を行う医療機関、在宅

療養支援診療所、訪問看護ステーション、薬局、歯科医療機関等の

関係者間の連携を促進し、診断から、治療、緩和ケア、リハビリ

テーション、在宅医療に至るまでのがん医療提供体制の整備を図り

ます。

がんと診断されたときからの在宅を含む緩和ケアが推進されるよ

う、保健所や拠点病院等は、がん診療に携わる医師、看護師等に対

する緩和ケアの知識の普及とともに、緩和ケア病床を有する医療機

関や在宅療養支援診療所、薬局等の関係者の連携を促進します。ま

た、管内における緩和ケア病棟の充実を促進します。

・釧路圏域地域保健・職域保健連携推進連絡会等を通じて、市町村・職域・医療保険者

によるがん検診と特定健康診査の一体的な実施に向けた協議や、がん検診の受診率向上

対策に関する取組状況及び課題の共有を図った。

・同上

・｢北海道のがん登録状況｣について周知を図った。

・医療機関や団体が実施する研修会等への参加のほか、他職種による連携体制

づくりに向けた研修の開催。

・がん診療拠点病院において、緩和ケア病床の運用が開始となった。

2



脳卒中の医療連携体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

3
北海道保健福祉部調査　急性期医療の公

表医療機関（平成29年4月1日現在）
3 3 北海道医療計画　別表５

5
北海道保健福祉部調査　回復期医療の公

表医療機関（平成29年4月１日現在）
増加を目指す 7 北海道医療計画　別表７

男性 121.1 全道平均以下 119.6 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値109.3

女性 212.3 全道平均以下 208.6 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値162.1

2
北海道保健福祉部調査（平成29年4月1日

現在）
増加を目指す

急性期                   1

回復期　  　　      ２
北海道保健福祉部調査（令和５年4月1日現在）

男性 108 全道平均以下 103.2 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値105.2

女性 108.3 全道平均以下 102.4 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値102.6

42.2
平成26年患者調査（個票）二次医療圏

［厚労省］
全道平均以上 ×

男性 40.0 全道平均以下 ×

女性 21.1 20.1 ×

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

○市町村国保の特定健康審査の受診率は横ばいの状

況。引き続き、市町村・職域・医療保険者等と連携

を図り、特定健康診査・特定保健指導の実施体制の

充実に努める必要がある。

○

○引き続き、予防と医療が連携して、脳卒中の発症

リスクがある者に対して、生活習慣の改善が図られ

るよう支援していく必要がある。

○ ○今後も継続した取り組みが必要

・北海道のきれいな空気の施設登録事業（受動喫煙防止の取り組み）　R6年5月末現在

登録施設数　463施設

・飲食店等に対して、受動喫煙防止対策に関する相談対応

急性期医療を担う医療機関数（か所）

回復期リハビリテーションを担う医療機関数（か所）

喫煙率（％）

全国値を100としたときの指標

平成29年度北海道健康増進事業計画指標

調査事業

保健所・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広

く周知するとともに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めま

す。

高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、喫煙習

慣がある者への支援を早期に開始し、脳卒中の発症予防に努めま

す。

施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。

推進方針記載の施策の方向性 取組状況

○釧路圏域地域保健・職域保健連携推進連絡会等を通じて、市町村・職域・医療保険者

による特定健康診査受診率向上・特定保健指導の充実に向けた取組状況及び課題の共

有。

○医療保険者による特定保健指導や医療機関の受診勧奨を実施。

指標名

地域クリティカルパスを導入している医療機関数（か所）

収縮期血圧130mmHg以上の割合（％）

全国値を100としたときの指標

平成29年度北海道健康増進事業計画指標

調査事業

在宅等生活の場に復帰した患者の割合（％）

脳血管疾患患者の年齢調整死亡率（人口10万

対）
平成27年度人口動態調査［厚労省］
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○ ○引き続き実施する。

○ ○引き続き実施する。

△ ○引き続き実施する。

○北海道医療計画における医療機関の公表

○「釧路市つながり手帳」の更なる普及に協力する。

○求めに応じ、地域に出向き個別支援を行う。

発症予防の段階から、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期

医療、維持期医療における、医療機関及び関係団体の取組を促進し

ます。

急性期から回復期、維持期まで切れ目のない適切な医療が提供でき

るよう、「あんしん連携ノート」（北海道地域連携クリティカルパ

ス運営協議会発行）などの地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活

用した患者情報共有ネットワーク等を活用し、患者の受療動向に応

じた連携体制の充実を図ります。

生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーションや介護サービ

スが、地域において適切かつ円滑に提供されるよう関係機関等の連

携を促進します。
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心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

2
北海道保健福祉部調査　急性期医療の公

表医療機関（平成29年4月1日現在）
3 3 北海道医療計画　別表７

5
診療報酬施設基準［厚生労働省］（平成

30年4月1日）
増加を目指す 2

心血管疾患の回復期を担う医療機関（令和4年4月現

在）

男性 121.1 全道平均以下 119.6 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値109.3

女性 212.3 全道平均以下 208.6 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値162.1

0
北海道保健福祉部調査（平成29年4月1日

現在）
導入を目指す 1 北海道保健福祉部調査（令和５年4月1日現在）

男性 108 全道平均以下 103.2 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値105.2

女性 108.3 全道平均以下 102.4 令和2年度北海道健康増進計画指標調査事業　全道値102.6

男性 15.8 全道平均以下 ×

女性 4.1 3.9 ×

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

○市町村国保の特定健康審査の受診率は横ばいの状

況。引き続き、市町村・職域・医療保険者等と連携

を図り、特定健康診査・特定保健指導の実施体制の

充実に努める必要がある。

○

○引き続き、予防と医療が連携して、心筋梗塞等の

発症リスクがある者に対して、生活習慣の改善が図

られるよう支援していく必要がある。

○ ○今後も継続した取り組みが必要

急性心筋梗塞年齢調整死亡率（人口10万対）
平成27年度人口動態統計特殊報告［厚労

省］

推進方針記載の施策の方向性

保健所・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広

く周知するとともに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めま

す。

高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、喫煙習

慣がある者への支援を早期に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発

症予防に努めます。

施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。

取組状況

○釧路圏域地域保健・職域保健連携推進連絡会等を通じて、市町村・職域・医療保険者

による特定健康診査受診率向上・特定保健指導の充実に向けた取組状況及び課題の共

有。

指標名

心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医療機関数（か所）

喫煙率（％）

全国値を100としたときの指標

平成29年度北海道健康増進事業計画指標

調査事業

地域連携クリティカルパスを導入している医療機関数（か所）

収縮期血圧130mmHg以上の割合（％）

全国値を100としたときの指標

平成29年度北海道健康増進事業計画指標

調査事業

急性期医療を担う医療機関数（か所）

○医療保険者による特定保健指導や医療機関の受診勧奨を実施。

・北海道のきれいな空気の施設登録事業（受動喫煙防止の取り組み）　R6年5月末現在

登録施設数　463施設

・飲食店等に対して、受動喫煙防止対策に関する相談対応
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○ ○引き続き実施する。

○ ○引き続き実施する。

△ ○釧路地域での他職種連携を進める。

ー

慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間で心不全の概念を共

有することが重要であることから、患者やその家族、心血管疾患を

専門としない医療従事者や介護関係者等への正しい知識の普及に努

めます。

発症予防の段階から、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期

医療、維持期医療における、医療機関及び関係団体の取組を促進し

ます。

急性期から回復期、維持期まで切れ目のない適切な医療が提供でき

るよう、「あんしん連携ノート」（北海道地域連携クリティカルパ

ス運営協議会発行）などの地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活

用した患者情報共有ネットワーク等を活用し、患者の受療動向に応

じた連携体制の充実を図ります。

慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐容能の改善及び心不

全増悪や再入院防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリン

グ等を含む他職種による多面的・包括的なリハビリテーションを実

施します。

○北海道医療計画における医療機関の公表

○「釧路市つながり手帳」の更なる普及に協力する。

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い未実施。

○道の取り組み

6



糖尿病の医療連携体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

27.5 60.0 30.3

41.9 60.0 49.3

17
北海道保健福祉部調査（平成29年4月1日

現在）
増加を目指す 15 北海道保健福祉部調査（令和5年4月1日現在）

9.9

市町村国保における特定健康診査率結果

状況報告書（平成28年）［北海道国民健

康保険団体連合会］

減少を目指す 10.5

市町村国保における特定健康診査率結果状況報告書

（平成29年）［北海道国民健康保険団体連合会］※

国保連合会のデータ集計ソフト変更により、この数

値の取りまとめはしなくなったため、H30年以降

データ把握不可。

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

○市町村国保の特定健康審査の受診率は横ばいの状

況。引き続き、市町村・職域・医療保険者等と連携

を図り、特定健康診査・特定保健指導の実施体制の

充実に努める必要がある。

○

○引き続き、予防と医療が連携して、糖尿病の発症

リスクがある者に対して、生活習慣の改善が図られ

るよう支援していく必要がある。

○ ○引き続き実施する。

○

○引き続き、各関係団体等との連携により、地域住

民に対して、広く啓発活動を行っていく。また、病

状の悪化や合併症の予防に向け、北海道糖尿病性腎

症重症化予防プログラムの活用等により、市町村と

医療機関等が連携し、診断早期から生活習慣の改善

を促すとともに、重症化リスクの高い医療機関未受

診者や治療中断者への働きかけを行うよう努める。

指標名

特定健診受診率（％）

地域連携クリティカルパスを導入している医療機関数（か所）

ＨbＡ１ｃ値が6.5％以上の者の割合（40～74歳）（％）

特定保健指導実施率（％）

○釧路圏域地域保健・職域保健連携推進連絡会等を通じて、市町村・職域・医療保険者

による特定健康診査受診率向上・特定保健指導の充実に向けた取組状況及び課題の共

有。

○医療保険者による特定保健指導や医療機関の受診勧奨を実施。

○北海道医療計画における医療機関の公表（糖尿病の医療機能）

○くしろ糖尿病デー実行委員会に委員として参画（H30･R1）し、くしろ糖尿病デー市

民公開講座を開催。地域住民に対して糖尿病の予防と治療の重要性について啓発。

○市町村及び医療保険者による糖尿病性腎症重症化予防対策の実施。

〇糖尿病性腎症重症化予防対策推進のための会議開催（令和2年8月21日）

○糖尿病性腎症重症化予防対策に係る「栄養指導指示依頼書兼指示書（釧路市版）」を

管内町村で広域的に活用。（令和３年度より運用）

取組状況

特定健康診査・特定保健指導実施結果集

計表（平成28年）［道集計］

推進方針記載の施策の方向性

保健所、市町村、医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広

く周知するとともに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めま

す。

糖尿病の発症リスクがある者に対しては、市町村及び医療保険者が

連携して特定保健指導を実施し、生活習慣の改善が図られるよう支

援します。

発症予防、初期・安定期治療、専門治療、急性期合併症治療、慢性

合併症治療の医療機能における医療機関及び関係団体の取組を促進

します。

管内では、医療機関等に勤務する医療職による「釧路ＣＤＥ（糖尿

病療養指導士）研究会」が、糖尿病の療養に関わる知識・技術の研

究や、住民向け啓発活動を行っています。

また、糖尿病や高血圧などの生活習慣病が慢性腎臓病（ＣＫＤ）の

発症リスクを高めることから、その予防と重症化予防に向けて、釧

路市医師会をはじめとする医療関係団体と釧路市が連携し、「くし

ろＣＫＤネットワーク委員会」を立ち上げ、患者指導のマ二ュアル

化に取り組むほか、住民への公開講座を行っています。

保健所、市町村、医療機関及び関係団体は、こうした活動と連携し

ながら、住民の理解を促進するとともに、糖尿病患者に対する継続

治療の必要性等を啓発し、症状の悪化や合併症予防に努めます。

特定健康診査・特定保健指導実施結果集計表（令和4

年）［道集計］
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△

○引き続き、掲示促進資材（三角柱等）を活用し、

糖尿病連携手帳等を用いた地域連携クリティカルパ

スを普及していく。

○道が作成した「糖尿病連携手帳（第４版）」及び「糖尿病連携手帳の掲示促進資材

（三角柱・ミニポップ）」を、管内の糖尿病の医療機能を担う公表医療機関への周知

し、希望のあった医療機関へ配布。

発症予防から、専門治療・慢性合併症治療まで切れ目なく適切な医

療が提供できるよう、「糖尿病連携手帳」（日本糖尿病協会発行）

等を用いた地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した患者情報

共有ネットワーク等を活用し、患者の受療動向に応じた連携体制の

充実を図ります。
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精神疾患の医療連携体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

1
北海道保健福祉部調査（平成29年4月時

点）
1 1 北海道保健福祉部調査（令和6年4月時点）

71.0
厚生労働省　精神保健福祉資料（平成27

年度）
増加を目指す

86.9
厚生労働省　精神保健福祉資料（平成27

年度）
増加を目指す

91.3
厚生労働省　精神保健福祉資料（平成27

年度）
増加を目指す

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○
引き続き、住民のこころの健康増進のための普及啓

発を行う。

○ 引き続き、有効な活用を進める。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

認知症疾患医療センター（地域型・連携型）の整備数（医療機関

数）

取組状況

指標名

　委託先とともに、地域の相談支援事業所や医療機関等に向けて、地域移行にかかる釧

路圏域地域移行協議会を毎年実施している。

　精神保健相談や精神科医師による心の健康相談を通じ、疾患が疑われる人について、

アセスメントを実施し、必要な場合は地域の関係者と連携し、早期の精神科受診を促し

ている。

（統合失調症）疾患が疑われる人について、適切なアセスメントを

行い、地域の保健・医療・福祉関係機関との連携により、できるだ

け早期に精神科への受診を促します。

精神科病院に入院している者の退院を促進するため、地域の相談支

援事業所や医療機関等と連携し、長期入院患者の地域移行・地域定

着の支援を推進します。

入院後６か月時点での退院率（％）

入院後１年時点での退院率（％）

入院後３か月時点の退院率（％）

推進方針記載の施策の方向性

住民のこころの健康増進のために普及・啓発を行います。

保健所における精神科専門医による相談事業の活用について周知を

行い、早期に医療が必要な場合には、適切に精神科医療機関につな

げるための支援を行います。

身近な地域において相談支援に従事する市町村、相談支援事業所、

保健所等の職員の専門性の向上を図るため、自殺対策、依存症など

の支援に関する技術支援や研修を実施します。

釧路管内における精神科診療体制を確保するため、精神科医師によ

る医療懇談会や釧根ブロック精神科救急医療体制連絡調整会議を開

催し、地域精神医療確保対策を実施します。

「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向け

て、地域住民の精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援

の実施に向けて、普及・啓発に取り組むほか、精神障がいのある人

やその家族が、治療を継続しながら地域の一員として安心して自分

らしい暮らしをすることができるよう、圏域及び市町村に保健・医

療・福祉等関係者による協議の場を設置し、重層的な連携による私

怨体制の構築を促進します。

　保健所事業、心の健康相談について周知。研修会を開催し精神保健について啓発を実

施。

　令和5年度では、精神科専門医による心の健康相談の年間件数16件のうち、11件が要

医療となっている。要医療の判断のために有効な活用を行えている。

　うつ・自殺対策ネットワーク会議を年一回開催し、市町村包括ならびに保健分野、相

談支援事業所等に向け、自殺対策ならびに依存症などの支援に関する研修を実施してい

る。

　書面開催および対面開催で、当該会議を実施し、課題の共有ならびに検討や調整を

行っている。

　令和4年度、「にも包括」構築及び市町村相談支援体制整備状況に関する市町村調査

において、管内市町村における協議の場の設置状況は4カ所である。設置の有無に関わ

らず、日々の住民からの相談対応技術の向上が必要とし、令和5年度、市町村母子保健

成人保健、地域包括等を含めた地域関係者向けに研修会を実施している。
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○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

　精神保健相談において、うつ病・自殺に係る相談を受けた際に、かかりつけ医（内科

医）への相談を促す、また道の「かかりつけ医うつ病対応力向上研修」を実施を促進し

ている。

　毎年、「釧路地域うつ・自殺対策ネットワーク会議」を実施し地域の実情および課題

を共有している。活発な意見が交わされ、ネットワークの連携が促進されている。

　自死遺族からの相談時に、関係機関と連携し対応している。

　市町村自殺対策計画を基づいた、地域の現状に合わせたゲートキーパー研修の開催を

支援し、（上記と重複）令和5年度までで、管内全市町村が関係者向けのゲートキー

パー研修を実施した。

　令和5年度は、子どものSOS出し方教育について取り上げ、各分野特に教育分野の出席

を多く得られ、自殺予防のための支援の向上にむけて働きかけた。

　依頼により健康教育を実施するも、コロナ禍は依頼が減少。現在は市町村保健分野が

地域の職域関係者を含む地域関係者にゲートキーパー研修を実施できるよう支援してい

る。令和5年度までで、管内全市町村が関係者向けのゲートキーパー研修を実施した。

　保健所ホームページや市町村広報への掲載を続けている。

　高次脳機能障がいの関係者が「脳外傷リハビリテーション講習会」を実行委員として

協力。専門医療機関との連携につながっている。

　高次脳機能障がい当事者・家族からの相談に対応している。

「うつ・自殺対策ネットワーク会議」と同時に自殺未遂者支援研修・ギャンブル等依存

症連携推進会議を実施し、ネットワーク作りを続けている。また地域の自助グループ活

動が継続されるよう支援を行っている。

　依存症に関する住民や地域関係者の相談に応じている。令和5年度は、相談件数なら

びに複数回相談件数が増え、これまで課題であった継続支援に繋げられている。また、

自主組織Gとの連携を密にし、支援にあたっている。

　認知症疾患医療センターの連絡協議会に出席し、実情を把握し、地域の関係者との連

携を促進している。

　認知症の家族や関係者からの相談の際に、市町村、医療機関、地域包括支援センター

等と連携し、支援している。

　「脳外傷リハビリテーション講習会」を年一回開催。

（うつ病・躁うつ病）うつ病・自殺予防対策をすすめるために、地

域のかかりつけ医等との連携の充実を図ります。

事業主をはじめとした職域関係者に対し、うつ病の正しい知識の普

及・啓発を図るととももに、職場内での気づきや対応力の向上を図

ります。また、高齢者の地域による見守り体制を関係機関と協力し

進めていきます。

一般住民が地域で相談できる窓口の周知や、相談機関と精神科医療

機関が連携し、支援を提供します。

地域において高次脳機能障がいの支援体制強化のために関係者とと

もに講習会等の開催を行います。

（自殺対策）保健・医療・福祉・労働・教育等の関係機関から構成

される「釧路地域うつ・自殺予防対策ネットワーク会議」の構成機

関・団体と連携し、地域の実態や課題を共有します。地域における

人材育成や相談体制の確保等、総合的な自殺対策を推進します。

自死遺族への支援を他関係機関と連携しながら進めます。

市町村自殺対策計画に基づき、地域の現状に合わせたゲートキー

パー研修等の開催や、正しい地域や対応方法の普及・啓発への取組

について、支援を行います。

保健・医療・福祉・労働・教育機関等の相談支援者を対象とした研

修会を開催し、自殺予防のための支援技術の向上を図ります。

道内の高次脳機能障がいの専門医療機関との密な連携に努めます。

(高次脳機能障がい）高次脳機能障がいの当事者・家族が身近な地域

で支援を受けられるよう、保健所における相談機能の強化や相談窓

口の周知を図ります。

依存症の事例検討や研修会を開催し、支援者のスキルアップと関係

者間の連携を図ります。また、依存症に関する自助グループの育成

と支援を行います。

（依存症）依存症に関する知識を普及し、当事者・家族を支援する

ことができるよう、地域住民に対する啓発や依存症に関する支援体

制の充実を図ります。

認知症の専門医療機関である認知症疾患医療センターや医療機関の

認知症外来、地域のかかりつけ医と連携し、認知症初期集中支援

チーム、地域包括支援センター及び介護関係機関と、地域の支援体

制を促進します。

（認知症）認知症患者の生活を支えるため、市町村、医療機関、地

域包括支援センター、介護関係機関等の円滑な連携を図ります。
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○ 引き続き、推進する。

○ 引き続き、推進する。

○ 引き続き、推進する。

○ 引き続き、推進する。

○ 引き続き、推進する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

△ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○
てんかん診療二次医療機関と他医療機関との連携を

推進する。

△

道担当課と情報共有し、二次診療施設等の診療連携

体制の維持や、未治療や老年期に発症するてんかん

について、医療関係者への理解の促進に取り組みま

す。

○ 引き続き、実施する。

　釧路教育局等と協働し、乳幼児期から、学童・成人期に至るまでの切れ目ない地域の

保健・医療・福祉・教育等の関係機関が連携の促進を図っている。

　（発達障がい）発達障がいの当事者や家族の相談を通じ、相談・支援機能の維持・強

化が必要であるが、今後も強化のための取り組みが必要。

　講演会を通し、関係者の連携が促進した。また振興局社会福祉課による発達障害関係

の研修会を通し、発達障害者支援道東地域センターきら星により、スーパーバイズの機

会を得られている。

　（児童・思春期精神疾患）令和5年度は釧路地域における思春期相談の状況を踏ま

え、引きこもり、不登校、精神的不調、自傷・自殺企図等の心の危機を抱える子ども

達、またその家族に焦点をあて、思春期の特性や心の特徴、支援の必要性等について学

ぶことを目的に標記講演会を開催した。

　年一回、釧路地域SOSネットワーク連絡会議を開催。関係者とネットワークの利用状

況や分析、運用における課題を検討するとともに、市町村の取り組みの情報共有や広域

的な課題への対応について検討している。

　管内全市町村でSOSネットワークの再構築ができている。徘徊・発見・保護の後の

フォローアップ体制について、保健所主催の釧路地域SOSネットワーク連絡会議で検討

し体制構築を進めている。

乳幼児期から、学童・成人期に至るまでの切れ目ない地域の保健・

医療・福祉・教育等の関係機関が連携の促進を図ります。

（発達障がい）発達障がいの当事者や家族が身近な地域で支援を受

けられるよう保健所、市町村、相談・支援機関等における相談・支

援機能の強化や相談窓口の周知を図るなど、支援体制の充実を図り

ます。

発達障がいを持つ人が身近な地域において適切な診療を受け、ま

た、その家族が適切な医療的相談ができるよう、市町村に必要な専

門的支援技術の確保や地域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関

のネットワークを推進し、ライフステージに応じた切れ目のない支

援の促進を図ります。

　発達障がいの診断数は増加。管内医療機関で診療が受けられている現状だが、上記同

様、相談・支援機能の維持・強化とともにネットワークの推進が必要。

　相談対応件数が少ないが、摂食障害は複雑な背景をもち長期にわたり治療が必要。あ

らゆるライフステージを通した医療の対応が必要。今後実態把握に努める。

摂食障害の当事者・家族等が速やかに医療機関を利用できるよう、

道のホームページを活用するなど医療機関に関する情報の提供が努

めます。

　摂食障害の治療は管内で対応している。相談先や当事者の会の情報提供が必要で、道

ホームページに掲載している。

（てんかん）専門医による高度な医療が必要な患者に対し、地域に

おける診療連携体制の構築や遠隔医療による対応を進めます。

　てんかん地域診療連携体制整備事業において、管内では4医療機関が二次診療施設と

して選定されている。（令和6年2月時点）

（ＰＴＳＤ）保健・医療・福祉の職員等へＰＴＳＤに関する正しい

理解と対応についての普及啓発を進めます。

　PTSDに関する相談対応は一定数あり、相談を通して、地域関係者への知識や対応に

ついて、情報提供している。

未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんかんに関する知識の

普及啓発等に取り組みます。老年期に発症するてんかんに関して医

療関係者等への理解の促進を取り組みます。

　てんかん患者は精神科以外でも、小児科、神経内科、脳神経外科等診療科が多岐にわ

たる。当事者・関係者等からの相談はほぼなかった。

心の健康課題を抱える子どもとその家族に対し、適切な支援が提供

できるよう保健・医療・福祉・教育関係者に対するスーパーバイズ

を受ける機会を確保します。

（児童・思春期精神疾患）心の健康課題を抱える子どもとその家族

が身近な地域で適切な相談や支援を受けることができるよう他関係

機関を対象に、児童・思春期に特有の疾患に関する正しい理解と対

応について普及・啓発を行います。

「釧路地域ＳＯＳネットワーク連絡会議」を毎年開催し、関係者と

ネットワークの利用状況や分析、運用における課題を検討するとと

もに、市町村の取り組みの情報共有や広域的な課題のへの対応につ

いて検討します。

徘徊した認知症の方が早期に発見・保護されるとともに、再発を予

防するために、きめ細かなフォローアップを行い、各市町村単位に

おいて地域密着型のネットワークシステムを推進します。

（摂食障害）プライマリケアを担う医療機関、小児科医、内科医等

への摂食障害に関する普及啓発を進めます。
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○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

△ 引き続き、実施する。

○ 引き続き、実施する。

（医療観察法）医療観察法の対象者が住宅へ退院する際には、住み

慣れた地域で円滑に社会復帰できることを目指し、指定入院医療機

関や指定通院医療機関、保護観察所、障がい福祉サービス事業所、

市町村等各関係機関と連携して支援します。

（災害精神医療）平常時から災害に備えて、要支援者リストや管内

の社会資源等、災害時の地区活動に必要な情報の整理を行います。

（災害精神医療）平常時から災害台帳を整備し、有事の際に活用できるようにしてい

る。

災害時にスムーズな連携支援ができるよう、市町村や関係機関と災

害時の協力体制の整備に取り組みます。

　災害対策全般を通して、医療機関との連携を図っている。精神科独自の災害時におけ

る体制整備ではない。

身体合併症を有する救急患者への対応が円滑に行われるよう、一般

救急を担う医療機関や身体科と精神科との連携を図ります。

　身体合併症受入れに関する課題は現在なく、円滑な連携が進められている。

（精神科救急・身体合併症）休日・夜間の緊急の相談や救急医療を

必要とする方に対応することができるよう、精神科病院はもとよ

り、自院患者への対応や診療報酬の速やかな提供など精神科診療所

の協力も得ながら、圏域の輪番体制の整備をはじめとした精神科救

急医療体制を確保します。

　精神科医療機関懇談会や釧路・根室地域精神科救急医療体制連絡協議会の開催を通し

て、医療体制ならびに救急医療体制の確保に努めている。

精神保健福祉センターが実施する相談援助技術研修に参加し、支援

技術向上に努めます。

　道立精神保健福祉センターが実施する相談援助技術研修を毎年受講。支援技術の向上

に取り組んでいる。

　例年１～２例の対象者の対応があり、ケア会議等の出席を通し、地域関係者と連携し

支援している。
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救急医療体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

100
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
100 100 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

実施
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
継続 継続 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

1
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
1 1 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

道東圏運航
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
継続 継続 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

実施
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
継続 継続 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

救急医療体制に係る調査等を実施し、初期救急を支

援する事業周知を行う。

釧路市地域医療協議会及び救急医療体制検討委員会

に出席し、二次、三次救急医療機関の連携を支援す

る。

○ 同上

○

救急医療体制の現状を把握するための調査を実施す

る。

住民に対して救急医療の適正利用に係る普及啓発を

行う。

○

ドクターヘリ関連事業について、対象医療機関に周

知する。

ドクターヘリの円滑な運行のための運行調整委員会

に参加する。

○ メディカルコントロール協議会に参加する。

○
北海道救急医療・広域災害情報システム等、救急医

療に関する必要な情報を住民に周知する。

・救急医療体制現況調査の実施

・救急医療の適正利用について住民周知

・ドクターヘリ運航調整委員会への参加

・メディカルコントロール協議会への参加

・北海道救急医療・広域災害情報システムの住民周知

取組状況

標茶町や厚岸町では、町立病院が初期救急医療と二次救急医療を

担っているなどの状況を踏まえ、初期・二次救急医療機関の明確化

と分担の適正化のため、医療機関、消防機関等の関係機関の連携を

一層推進します。

釧根地域（第三次医療圏）を単位として重篤、重症患者に対する救

命医療を確保し、救命率の向上を目指すとともに、より迅速な救急

搬送体制の構築のためにドクターヘリの円滑な運行を図るため関係

機関との連携を一層深めるなど、三次救急医療の確保・充実に努め

ます。

メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実を図りま

す。

北海道救急医療・広域災害情報システムやその他救急医療に関する

必要な情報を提供します。

指標名

在宅当番医制等初期救急医療の確保市町村割合

救命救急センターの整備（第三次医療圏単位）（か所）

救急法等講習会の実施（第２次医療圏単位）

ドクターヘリの運航圏の維持

病院郡輪番制の実施（第二次医療圏単位）

・初期救急医療体制に係る調査の実施

・医師会、二次、三次救急医療機関連携のための釧路市地域医療協議会出席

・医師会の開催する救急医療体制検討委員会出席

・医師会、二次、三次救急医療機関連携のための釧路市地域医療協議会出席

・医師会の開催する救急医療体制検討委員会出席

推進方針記載の施策の方向性

釧路市医師会が実施する在宅当番医制や夜間急病センターの運営に

ついては、診療所等の参加を促進するとともに、インフルエンザな

どの感染症の流行等にも適切に対応できるよう、釧路市医師会や二

次及び三次救急医療機関との連携に努めます。

入院治療を必要とする重症救急患者の医療については、その中核を

なす病院郡輪番制や救急告示医療機関の維持に努めます。
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○

救急医療体制の現状を把握するための調査を実施す

る。

住民に対して救急医療の適正利用に係る普及啓発を

行う。

○

AED設置場所についての住民周知を行う。

医師会、消防等と連携し、AED及び心肺蘇生法の住

民周知のための講習会を開催する。

○

釧路市地域医療協議会及び救急医療体制検討委員会

に出席し、二次、三次救急医療機関の連携を支援す

る。

・救急医療体制現況調査の実施

・救急医療の適正利用について住民周知

・救急法等講習会の開催（釧路市消防本部警防課と共催）

・医師会、二次、三次救急医療機関連携のための釧路市地域医療協議会出席

・医師会の開催する救急医療体制検討委員会出席

救急医療体制の仕組みや釧路管内の救急医療体制の現状を理解し、

適正に医療機関や救急自動車を利用してもらうための普及・啓発に

必要な施策を推進します。

医師会や消防機関等と連携し、地域住民へのＡＥＤの使用方法を含

む心肺蘇生法等の救急法等講習会の開催等により、初期救急に係る

普及・啓発の推進に努めます。

救急医療機関、かかりつけ医、介護保険施設、精神科救急等、関係

機関の連携を図ります。
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災害医療体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

1
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
1 1 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

1
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
1 1 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

整備済
北海道保健福祉部調査（平成29年4月現

在）

2 2 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

未策定
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
策定済 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

実施 継続 継続

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

○
災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした

災害対応訓練を実施する。

○

△

釧根地域道路防災協議会に参加し、市町村、関係機

関との連携を図る。

管内保健師シーダー会議等の場を通じて、市町村保

健師、栄養士との連携を図る

○
ドクターヘリ関連事業について、対象医療機関に周

知

○ 北海道DMAT実動訓練に係る周知を行う。

取組状況

災害拠点病院は、災害時に対応できる体制を維持。

北海道DMAT実働訓練を毎年開催（道事業）

能登半島地震において、市立釧路総合病院からDMAT派遣

災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした災害対応訓練を開催（R5.9.13実施)

全市町村で福祉避難所設置済み。

釧根地域道路防災協議会への参画

ドクターヘリ導入促進事業をドクターヘリ基地病院に周知

北海道DMAT実働訓練を毎年開催（道事業）

R5.3に釧路市で北海道DMAT訓練を実施。

指標名

災害拠点病院整備（施設）

北海道DMAT指定医療機関整備（施設）

ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練

災害拠点病院における耐震化整備率（％）

災害医療コーディネーター任命数

災害拠点病院のおける業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

推進方針記載の施策の方向性

災害拠点病院は、災害による重篤患者の救急医療等の高度の診療機

能を確保し、被災地からの患者の受入や広域搬送に係る対応を行

い、医薬品・医療材料などを供給するととともに、応急用資機材の

貸出等により地域の医療機関を支援します。

また、道の要請に基づき救護班、ＤＭＡＴを派遣し、医療救護活動

を行います。

災害発生時に被災地に必要とされる医療を迅速かつ的確に提供する

ため、医療ニーズの把握、分析や様々な医療チームの派遣調整など

を行う「北海道災害医療コーディネーター」等を育成し、その機能

を十分に発揮できる体制整備を図ります。（管内では、市立釧路総

合病院のスタッフが担っています。）

防災知識の普及・啓発に当たっては、高齢者等の災害時要援護者に

十分配慮するとともに、地域においては災害時要援護者を支援する

体制が確立されるよう支援します。

保健所や市町村は、被災者に対して感染症のまん延防止、メンタル

ヘルスケア等のニーズに的確に対応するため、保健師、栄養士など

による保健指導及び栄養指導を実施するとともに関係機関、関係団

体との連携を図ります。

ドクターヘリを含めた航空医療体制の充実強化を図ります。

基幹災害拠点病院や他の災害拠点病院との連携強化を図ります。
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○ 災害拠点病院は、BCPに基づいた訓練を行う。

○
管内医療機関を対象とした災害対応訓練を実施す

る。

○
北海道防災訓練等の情報を周知する。

北海道DMAT

○
災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした

災害対応訓練を実施する。

災害拠点病院である市立釧路総合病院がBCPを策定し、BCPに基づいた訓練を実施

災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした災害対応訓練を開催（R5.9.13実施)

北海道DMAT実働訓練を毎年開催（道事業）

R5.3に釧路市で北海道DMAT訓練を実施。

災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした災害対応訓練を開催（R5.9.13実施)

災害拠点病院における「防災マニュアル」に基づく防災訓練等を通

じて、災害時に必要な医療機能の確保に努めます。

災害拠点病院における定期的な訓練や各種研修等への受講を促し、

地域における災害医療体制の強化に努めます。

災害時にＤＭＡＴが有効に機能することができるよう、研修や定期

的な訓練等への参加を促進するなど体制の維持や充実に努めます。

災害時におけるＥＭＩＳの円滑な運用が重要であることから、各病

院における定期的な入力訓練の実施を促進します。
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へき地医療体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

5
へき地医療現況調査［厚生労働省］（平

成29年1月1日現在）
5 5

へき地医療現況調査［厚生労働省］（令和４年1月1

日現在）

1
へき地医療現況調査［厚生労働省］（平

成29年1月1日現在）
1 1

へき地医療現況調査［厚生労働省］（令和４年1月1

日現在）

0
へき地医療現況調査［厚生労働省］（平

成29年1月1日現在）
実施 0

へき地医療現況調査［厚生労働省］（令和４年1月1

日現在）

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

△
事業を活用し、へき地医療機関の連携強化が図られ

るよう、引き続き事業周知を行う。

○ 引き続き事業内容の周知・相談対応を行う。

○
現在、へき地診療所独自で医師確保を行っている

が、今後困難になることが想定される。

△

○ 引き続き事業内容の周知・相談対応を行う。

○

ドクターヘリ関連事業について、対象医療機関に周

知する。

ドクターヘリの円滑な運行のための運行調整委員会

に参加する。

○ 引き続き運行事業を実施する。

△ へき地医療拠点病院運営事業の周知を行う。

○

日ごろの保健活動を通じて地区の実情・ニーズを把握している。

地方・地域センター機能強化事業の事業内容をへき地拠点病院に周知

事業内容をへき地医療機関に周知。

・事業実施（設備整備）浜中町

・事業実施（運営費）鶴居村

無医地区等調査の実施及び調査結果の周知

へき地医療確保のための各種事業の周知

医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒業医師や地

域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、緊急臨時的医師派遣

事業等による支援（道事業）

事業内容を管内市町村に周知

・ドクターヘリ運航調整委員会への参加

取組状況

無歯科医地区調査の実施

平成29年から北海道搬送固定翼機運行事業を実施

へき地医療拠点病院運営事業の周知

へき地においては、高齢化が著しく、特に増加する高齢者を対象と

した予防活動や適切な受療行動を促す行動が必要なことから、地域

の実情をきめ細かく把握し、必要な支援が効率的・効果的に行われ

るよう、市町村や最寄りのへき地診療所等との連携の下、保健師等

による保健活動を行います。

中核病院等やへき地医療拠点病院との連携・協力体制の強化に努め

ます。

へき地診療所等の施設・設備の整備費や運営費に対し支援します。

自治医科大学卒業医師や地域枠医師の配置、ドクターバンク事業、

緊急臨時的医師派遣事業等により、常勤医及び代診医の確保を図り

ます。

へき地においては、幅広い診療に対応できる総合診察医は重要な役

割を担うことから、関係団体との連携の下、総合診察医の確保・活

用に努めます。

市町村等が患者輸送車などを整備する事業に対して支援し、搬送体

制の整備に取り組みます。

高規格救急車、消防防災ヘリコプター、ドクターヘリなどによる救

急搬送体制の整備を促進します。

患者搬送固定翼機（メディカルウイング）を運航し、航空医療体制

の整備を進め、へき地の住民が高度・専門的医療を受けられる体制

を確保します。

へき地医療拠点病院等が行う研修などを通じ、へき地診療所とへき

地医療拠点病院との連携を強化します。

へき地における歯科診療の実態把握に努めます。

指標名

へき地診療所数（か所）

巡回診療、医師派遣、代診医派遣のいずれかを実施するへき地医療

拠点病院数（か所）

遠隔診療等ＩＣＴを活用した診療支援を実施するへき地医療拠点病

院数（か所）

推進方針記載の施策の方向性
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△ 引き続き事業周知を行う。

△ へき地医療拠点病院運営事業の周知

○
現在、へき地診療所独自で医師確保を行っている

が、今後困難になることが想定される。

○

○

△

開業医減少により、在宅当番医制から夜間救急急病

センターへの一本化を余儀なくされるなど、地域の

医療資源が減少していることについて、地域に周知

が必要。

地方・地域センター機能強化事業の事業内容をへき地拠点病院に周知

へき地診療所からの相談等に対応

ホームページ等での周知

道のホームページへの掲載

救急の日に合わせた救急車の適正利用に係るポスターの掲示

救急医療対策協議会への参加

道のホームページを活用し、道内の地域医療の現状や地域医療を確

保するための対策などについて紹介します。

平成30年の道の調査では、「住民等による地域の医療機関を支える

ための取組がある」と回答した市町村は約２割であり、管内でも相

互理解を深めるための交流会などが行われていますが、地域の医療

機関に勤務する医師が、夜間のコンビニ受診などで疲弊しないため

に、地域住民を対象にした懇談会の開催や広報誌などによる啓発活

動が行われるよう、今後も市町村等に働きかけ、地域全体で医療を

支える機運の醸成を図ります。

休日・夜間当番医などの情報を提供する救急医療情報システムや小

児救急電話相談事業の普及啓発を図ります。

医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医

科大学卒業医師や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のド

クターバンク事業、緊急臨時的医師派遣事業等により、へき地の診

療を支援する医師の確保を図ります。

遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行うため、必要な機器

等の整備を行うへき地医療拠点病院などに対して支援します。

無医地区等への巡回診察、へき地診療所等への医師派遣、へき地医

療従事者を対象とした研修会の開催など、へき地医療拠点病院が行

うへき地医療支援活動に対して支援します。
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周産期医療体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

3
医療施設調査（静態）［厚労省］（平成

26年）
3 3 北海道保健福祉部調査（令和5年4月現在）

2
北海道保健福祉部調査（平成29年4月現

在）
増加を目指す 2 北海道保健福祉部調査（令和5年4月現在）

1 北海道指定（平成29年4月現在） 1 1 北海道指定（令和５年4月現在）

1 北海道指定（平成29年4月現在） 1 1 北海道指定（令和５年4月現在）

新生児死亡率（千対） 出生数 3.9 平成27年人口動態調査［厚労省］ 全道平均以下 1.9 令和3年地域保健情報年報

周産期死亡率（千対）
出生数+妊娠満22週

以降の死産
4.5 平成27年人口動態調査［厚労省］ 全道平均以下 1.9 令和3年地域保健情報年表

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

○
引き続き、地域枠制度による産婦人科医、小児科医

確保に取り組む。

○

△
周産期母子医療センター運営事業の活用について周

知する。

△ 引き続き維持を目指す。

○

取組状況

道と連携した医師確保の取組み（事業周知、とりまとめ）

救急勤務医・産科医等確保支援事業による支援（道事業）

地域枠制度により市立釧路総合病院に産婦人科医１名、釧路赤十字病院に小児科医１名

を派遣

道の取組み

周産期母子医療センターでの実績なし

釧路赤十字病院において実施

身近なところに産科医療機関がない地域における妊産婦や産婦人科

医師の負担軽減につながることから、医療機関や関係団体と連携し

ながら、助産師外来や院内助産所の開設等を促進します。

ＮＩＣＵ等に長期入院している児童の退院を促進し、ＮＩＣＵ等の

満床状態を解消するための地域療育支援施設運営事業や、在宅への

移行促進・保護者等のレスパイトのための日中一時支援事業などに

取り組みます。

指標名

分娩を取扱う医療機関数（か所）

産科・産婦人科を標ぼうする病院、診療所の助産師外来開設数（か

所）

総合周産期母子医療センター（指定）の医療機関数（か所）

地域周産期母子医療センター医療機関数（か所）

推進方針記載の施策の方向性

三医育大学との連携強化を通じ、総合・地域周産期センターへの優

先的かつ重点的な産婦人科医師の確保を図り、機能の維持強化に努

めます。

産婦人科医師の勤務環境の改善を促し、医学生や研修医が産婦人科

医師を志望するインセンティブを高め、若い医師を育成するなど、

産婦人科医師の増員を図るとともに、地域枠制度の活用により産婦

人科医師が一人体制の病院の解消に努め、現在、分娩機能を休止し

ている病院の再開に結びつけていくなど、より身近なところで安心

して出産できる環境の整備を目指していきます。

北海道周産期救急情報システムや周産期救急搬送コーディネーター

等を活用し、妊産婦や新生児のスムーズな周産期センターへの救急

搬送体制の確保に取り組みます。

総合周産期センターにおいて、第三次医療圏内の産科医療機関の医

師及び看護師などの医療従事者を対象とした研修会を開催し、圏域

内の医療機関の連携体制の構築や医療技術の向上に努めます。
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○
災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした

災害対応訓練を実施する。
災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした災害対応訓練を開催（R5.9.13実施)

災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠

点病院や周産期母子医療センター等の連携体制の確保を進めるな

ど、災害時における周産期医療体制の構築に努めます。
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小児医療体制（小児科緊急医療を含む）

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

11.5
平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査

［厚労省］
全道平均以上 13.6 令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計［厚労省］

確保
北海道保健福祉部調査（平成30年2月現

在）
継続 確保 北海道保健福祉部調査（令和５年４月現在）

2
北海道保健福祉部調査（平成30年1月現

在）
2 2 北海道保健福祉部調査（令和４年４月現在）

乳児死亡率（千対） 出生数 4.5 平成27年度釧路・根室地域保健情報年報 全道平均以下 1.6 令和3年地域保健情報年報

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

AED設置場所についての住民周知を行う。

医師会、消防等と連携し、AED及び心肺蘇生法の住

民周知のための講習会を開催する。

○

○

○
引き続き、地域枠制度による産婦人科医、小児科医

確保に取り組む。

△ 地域の開業医の高齢化、減少が深刻である。

ホームページによる周知

小児救急医療地域研修会の周知

救急勤務医・産科医等確保支援事業による支援（道事業）

地域枠制度により市立釧路総合病院に産婦人科医１名、釧路赤十字病院に小児科医１名

を派遣

救急医療対策協議会への参加

道の取組み

小児専門医療を担う病院における小児科医師の勤務環境の改善を図

るため、地域の開業医や総合診療医、関係機関との幅広い連携体制

の構築に努めます。

大学病院、北海道立子ども総合医療・療育センター、総合周産期母

子医療センターなどにおいて、小児高度専門医療を提供します。

発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅

医療や療育、短期入所等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で

受けられるよう、地域生活を支援する体制の充実に努めます。

指標名

小児医療を行う医師数（人口１万人対）（人）

小児二次救急医療体制の確保

北海道小児地域医療センターの設置（か所）

推進方針記載の施策の方向性

ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会については、釧路市医

師会を中心に関係機関と連携し実施します。

市町村広報紙を活用するなど小児救急電話相談事業や救急医療情報

システムの活用について周知を促進するとともに、医療機関への適

正な受診等に関する住民の理解を深めるなど、救急医療についての

啓発に努めます。

小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供される

ことが望ましいことから、医師会を通じて小児救急医療地域研修へ

の内科医等の参加を促進し、一般の小児医療及び初期小児救急医療

を担う病院・診療所の確保に努めます。

第二次医療圏における小児医療の中核的な医療機関として選定され

た、「北海道小児地域医療センター」において、専門医療及び入院

を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体制の

確保に努めます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　管内で

は、市立釧路総合病院、釧路赤十字病院が選定されています。

取組状況

救急法等講習会の開催（釧路市消防本部警防課と共催）
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○

○
災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした

災害対応訓練を実施する。

小児在宅医療の担い手を育成するため、医師・看護師等の医療従事

者に対する普及啓発や研修会の開催等に取り組むとともに、在宅療

養中の小児の状態が急変した際などに適切に対応できるよう、小児

在宅医療を担う医療機関と後方支援を担う医療機関との連携体制の

構築や北海道立子ども総合医療・療育センター等における小児高度

専門医療を提供する体制の確保に努めます。

また、地域の実情に応じた在宅生活の支援体制の構築に向けて、保

健・医療・福祉・教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。

災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点

病院や地域の中核的医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害

時における小児医療体制の構築に努めます。

小児救急医療地域研修会の周知

災害拠点病院と連携し、管内医療機関を対象とした災害対応訓練を開催（R5.9.13実施)
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在宅医療（終末期医療を含む）の提供体制

数値目標の達成状況

Ｈ３０計画策定時 現状値の出典 目標値（R５） 直近値 直近値の出典

13.8 平成28年度　ＮＤＢ［厚生労働省］ 17.8 12 令和２年度　KDB［厚生労働省］

3
北海道保健福祉部調査（平成29年4月現

在）
増加を目指す 1 北海道保健福祉部調査（令和5年4月現在）

6 平成27年度　NDB［厚生労働省］ 増加を目指す 6 令和３年度　NDB［厚生労働省］

0
北海道保健福祉部調査（平成29年4月現

在）
１以上 1 北海道保健福祉部調査（令和5年4月現在）

8 平成27年度　NDB［厚生労働省］ 増加を目指す 8 令和３年度　NDB［厚生労働省］

12
平成27年介護サービス施設・事業所調査

［厚生労働省］
増加を目指す 13

令和2年介護サービス施設・事業所調査［厚生労働

省］

35
平成26年度　医療施設調査（静態）［厚

生労働省］
増加を目指す 41 令和３年度　NDB［厚生労働省］

現状より増加 6 令和３年度　NDB［厚生労働省］

10
平成27年度　NDB、介護ＤＢ［厚生労働

省］
現状より増加

373.2 平成27年度　NDB［厚生労働省］ 現状より増加 481 令和２年度　KDB［厚生労働省］

14.5 平成28年人口動態調査［厚生労働省］ 現状より増加 17.1 令和４年人口動態調査［厚生労働省］

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○ ・今後も継続して取り組む

△ ・今後も継続して取り組む

〇 ・今後も継続して取り組む

訪問診療を実施している医療機関数（人口10万人対）（医療機関

数）

機能強化型の在宅療養支援診療所又は病院　数（か所）

退院支援を実施している医療機関数（か所）

在宅療養後方支援病院数

在宅看取りを実施する医療機関数（か所）

２４時間体制の訪問看護ステーション数（か所）

歯科訪問診療を実施している診療所数（か所）

訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院数（か所）

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導を実施する薬局数（か所）

訪問診療を受けた患者数［１か月当たり］（人口10万人対）（人）

在宅死亡率（％）

推進方針記載の施策の方向性

住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、市町村単位

での在宅医療の連携構築を目指し、「在宅医療・介護連携推進事

業」を実施する市町村が、多職種による連携体制づくりのコーディ

ネート役である保健所や関係機関等と連携し、地域の医療介護資源

等の把握や課題の整理を行い、課題解決に向け取組を進め、退院支

援から日常の療養支援、急変時の対応、看取りまで継続した医療提

供体制の構築を図ります。

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町村職員な

どを対象に、多職種協働による在宅チーム医療等についての研修を

行うなど、在宅医療を担う人材の育成と多職種間の連携体制の強化

に努めます。

医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員

等による事例検討や「医療と介護の連携ガイドブック」の作成のほ

か、「釧路市つながり手帳」など情報共有を円滑に行うためのツー

ル作成の取組を促進します。

・「在宅医療・介護連携推進事業」に係る市町村の担当者会議を継続して実施中。

・「入退院調整ルール」に係る研修会を継続して開催し、医療と介護の意見交換の場を

設定している。

指標名

取組状況

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い未実施。

・「在宅医療・介護連携推進事業」に係る市町村の担当者会議で取組状況を把握してい

る。

23



△  

〇 ・今後も継続して各団体と連携しながら取り組む

〇 ・今後も継続的に取り組まれるように支援する。

○ ・今後も継続して取り組む

△ ・今後も継続して取り組む

△ ・今後も情報の収集に努める。

△
・地域によって資源が異なるので進めて行くのは難

しい。

△ ・人的資源が不足する中で進めて行くのは難しい・

また、入院医療機関の医師、看護師等が、患者・家族の退院後の生

活をイメージしながら支援ができるよう、在宅医療の実際について

理解を深める研修等を実施します。

患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療

所、訪問看護事業所、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を

整備している医療機関等相互の連携体制の構築に努めます。

セルフケアに係る家族や介護職員との連携体制を含め、24時間対応

の訪問診療や訪問看護の取組を促進します。

在宅での看取りに対応できる医療機関や施設について把握していき

ます。

自宅や介護施設等の住み慣れた場所での看取りに対応できる環境づ

くりに向けて、介護事業所の職員に対して看取りなどの研修を行う

ことを支援します。

・アウターコロナでの意思決定支援についての研修会を開催している。

・看取りの実態調査を経年的に進めている市町村があるので必要時協力する。

在宅でできる治療範囲や患者・家族とのコミュ二ケーションなど在

宅医療のイメージがつかみにくいという声や、往診対応などの負担

感から参入をためらうという意見も少なくないことから、こうした

医師等を対象とする意見交換・勉強会や、訪問診察・訪問看護に同

行する取組などを通じ、在宅医療を実施する診療所・病院、歯科診

療所、薬局や訪問看護ステーション等の拡大を図ります。

・関係機関と連携しながら取り組みを検討する。

・「入退院調整ルール」を運用しながら、連携体制の構築に努める。

・24時間対応の訪問看護ステーション13か所令和2年介護サービス施設・事業所調査［厚生労働省］

・機能強化型在宅療養支援病院1か所　北海道保健福祉部調査（令和４年３月末現在）

・在宅看取りが可能な医療機関５か所　令和2年度医療施設調査

入院早期から支援ができるよう、入院医療機関と介護支援専門員や

訪問看護との情報共有を図るとともに、多職種による退院カンファ

レンスの実施など退院支援体制の整備を促進します。

・令和元年から「退院調整ルール」、令和2年から「入退院調整ルール」を急性期の４

つの医療機関と運用している。

医療と介護の連携体制を構築するため、ＩＣＴを活用した患者情報

共有ネットワーク、見守り支援、遠隔医療等の取組を促進します。

住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、心身の

状況等に応じた適切な住まいの確保と、安心して日常生活を営むた

めに必要な生活支援サービスなどの介護サービスや在宅医療の提供

を一体的にとらえ、住宅施策と福祉施策の連携に努めます。

管内では、医師会や看護協会などの医療関係団体が、在宅医療推進

に向けて取り組んでいるほか、医療・介護等の関係者で組織される

「ＣＣＬ（本音で地域連携のあり方を検討する会）」において、担

い手の育成と多職種の連携体制づくり、住民への普及啓発など様々

な活動を行っており、地域包括ケアシステムの構築に向けて、行政

及び各行政団体が相互に連携しながら継続して取組を進めていきま

す。

・メディネットたんちょうを活用した取り組みが行われている。

　2024年5.1現在　情報開示施設12施設、情報閲覧施設76施設

・関係団体と事業の取り組み状況を情報交換しながら、効果的な取り組みにつなげる。

ー
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○ 今後も継続してた取り組みにつなげる。

○ 今後も継続してた取り組みにつなげる。

　

〇 ・今後も継続して取り組む

△

・訪問看護ステーションの看護管理者会議に北海道看護協会釧路支部役員も出席し、訪

問看護を取り巻く課題の共有化を図っている。

・訪問看護テーションの管理者を対象に会議を開催している。運用上の課題や人材国保

に向けて検討している。

・医療と介護が参加する研修会を企画しており、定着し意見交換の場になっている。お

互いの状況調査を理解する場になっている。

・市町村を中心に在宅医療の相談窓口や関係機関の周知は取り組まれている。

在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、服薬状況を記録する

「お薬手帳」の普及を図ります。
ー

保健所の看護連携推進会議や訪問看護ステーション連絡協議会等に

対する支援をとおして、継続看護や看護職員の確保、訪問看護ス

テーションのあり方について検討し、管内の看護連携と訪問看護ス

テーションの充実を図ります。

看護協会や医療機関等と連携し、学生や医療機関に勤める看護師に

対して訪問看護に関する周知や理解を図るとともに、訪問看護を行

う看護師の確保と質の向上に努め、24時間、365日対応が可能な訪

問看護ステーションの充実に努めます。

往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果たすかかりつけ医、

かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要性、訪問看

護、訪問リハビリテーションや栄養指導の役割などについて、住民

に対する普及啓発に努めるとともに、在宅医療に関する窓口や関係

機関の機能などの情報提供を行います。

介護支援専門員等に対し、医療と介護協同の事例検討や研修をとお

し、医療と介護のサービスを一体的に提供し、在宅療養生活を支え

るケアマネジメントについて支援します。

また、「健康サポート薬局」などの薬局薬剤師に対する各種研修会

を通じ、薬局間や関係機関との連携・協力による在宅患者への薬剤

管理指導を促し、在宅医療の取組の充実に努めます。

ー

在宅における栄養管理や歯・口腔機能の維持、専門的な口腔ケアの

充実に努めます。

薬局から医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅療養中の患者に提供され

るよう、地域単位での麻薬在庫情報の共有を進め、薬局間での融通

など、円滑な供給を図ります。

ー

在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正利用を推進するため、薬局

に勤務する薬剤師を対象とする各種研修会を通じて、薬局における

医療用麻薬の適切な服薬管理が行われるよう支援します。

ー

ー

在宅緩和ケアに関わる医師、看護師等の従事者に対する研修を実施

するとともに、在宅療養患者に対する相談支援体制等の整備に努め

ます。

ー

在宅緩和ケアが推進されるよう、緩和ケア病床を有する医療機関や

在宅療養支援診療所等の関係者の連携を促進します。
ー
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△
・市町村によっては資源が異なり、一律に進めて行

くのは難しい。

△ ・今後も継続して取り組む

△ ・医療機関と関係機関との連携に向けて取り組む

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い未実施である。

・避難行動要支援者名簿の作成や個別支援計画の作成に向けて市町村に情報提供を実施

している。

・各市町村が地域の実情に合わせて取組を進めている。ACPに取り組めるように支援す

る。

患者の意思に沿った医療が提供できるよう、日頃から、急変時や人

生の最終段階における医療についてどう考えるか、かかりつけ医等

医療従事者や家族と話し合うことなどについて、住民への普及啓発

に努めるとともに、在宅療養中の患者の急変に備え、かかりつけ医

等医療従事者や看護関係者間で患者の意思等が共有できる体制構築

に努めます。

災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難

支援が受けられるよう、住民に対し、避難行動要支援者への支援制

度やお薬手帳等の意義について普及啓発するとともに、市町村、医

療機関等の関係機関・関係団体との連携を図ります。

介護者や地域住民を対象とした在宅医療や看取りに関する研修、

フォーラムなどを通じ、住民が望む在宅療養や課題について把握し

ます。
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歯科

取り組み状況と評価

評価 課題と今後の取組方針

○

○むし歯予防のため、早期からのフッ化物利用と保

育所・学校等におけるフッ化物洗口を推進します。

△

○歯周疾患検診を全市町村について実施するよう働

きかけます。

○歯周病予防のため、定期的な歯科健診と適切な保

健指導を利用できる機会の確保に努めます。

○

○高齢期の歯科保健医療推進のため、高齢者の口腔

機能の維持・向上を推進します。

○

○関係機関と連携し、歯と口腔に関するイベント等

で普及啓発に努めます。

○

○歯科医師会等の関係団体と連携し、様々な機会を

通じて「8020運動」等の道民の歯・口腔の健康づく

りについて普及啓発を行います。

○

○北海道障がい者協力医・協力歯科衛生士のの確保

と歯科医療ネットワークの充実を図るとともに、障

がい者関連施設や在宅障がい者の歯科保健対策を推

進します。（障がい者歯科協力医_管内15名/全道230

名：政令市を除くと133名）

○

○関係機関と連携し、地域における病診連携や保健

医療福祉関係機関との連携を促進し、適切な高次歯

科医療を提供できるネットワークの充実に努めま

す。

〇

〇住民が適切な歯科医療機関を選択できるよう、病

院歯科を含む歯科医療機関情報をホームページ等に

より提供します。

○高次歯科医療は、独立行政法人労働者健康安全機構釧路労災病院、釧路赤十字病院、

市立釧路総合病院が担当、特に問題は聞こえてこない

〇北海道医療機能情報システムにより提供（2024年4月以降は医療情報ネット≪ナビィ

≫へ移行）

○新型コロナウイルス感染症流行時期（2020年3月～2023年4月)に、大半の実施施設・

学校が継続的または断続的に中断した。2022～2023年度に徐々に再開されるも、一部、

再開に至っていない学校がある。

○小学校の未実施は厚岸町のみ

○小学校に比べ、就学前の施設での普及が不十分

○歯科医師会等の関係団体と連携し、様々な機会を通じて「8020運動」等の道民の歯・

口腔の健康づくりについて普及啓発に努めました。

○障がい者歯科医療協力医【2017年 13人→2023  15人】

○就労継続支援事業所利用者を対象に、かかりつけ歯科医療機関を定期的受診すること

を支援する事業を行った。【3事業所(1市1町)】

○歯科保健センター【市立釧路総合病院歯科・口腔外科に併設】の運営への補助

取組状況

○歯と口の健康週間【毎年6月4日～10日】

○歯の健康フェア（釧路歯科医師会）【2019年6月、2023年6月各１回】

○北海道歯・口腔の健康づくり8020推進週間【毎年11月8日～14日】

○釧路地域歯・口の健康に関する図画・ポスターコンクール【毎年5月 表彰式:6月】

○歯周疾患検診【７市町村実施】

○後期高齢者歯科健診【１市（2019年度～）】

○特定健診・特定保健指導【各保険者で実施（実態は把握困難）】

○保健所が実施主体で、介護保険施設・事業所の利用者で食事や口腔ケア介助に困難が

生じている事例に対し、多職種でアセスメントおよびカンファレンスを実施し解決を図

る事業を行った。【認知症介護高齢者グループホーム２カ所、看護小規模多機能型居宅

介護事業所１カ所】【連携機関：釧路・根室圏域在宅歯科医療連携室、釧路歯科医師

会、釧路訪問看護ステーション等】

○「歯・口腔に関わる在宅療養支援サポート研修会」（釧路・根室圏域在宅歯科医療連

携室主催）を実施した。【2018年度2回、2023年度１回】

「８０２０」を達成するため、かかりつけ歯科医を持ち、定期的に

歯科検診を受診することの重要性について普及啓発します。

釧路歯科医師会等と連携し、障がい者歯科医療協力医制度や歯科保

健センターにより障がい者歯科医療の確保を図るとともに、障がい

者関連施設や在宅障がい者の歯科保健対策の充実に努めます。

釧路歯科医師会等と連携しながら、地域における病診連携や保健医

療福祉関係機関との連携を促進し、適切な高次歯科医療を提供でき

るよう努めます。

住民が適切な歯科医療機関を選択できるよう、病院歯科を含む歯科

医療機関の医療機能情報をホームページ等により提供します。

推進方針記載の施策の方向性

むし歯予防のため、保育所・学校等におけるフッ化物洗口を推進し

ます。

歯周病やオーラルフレイルの予防のため、市町村及び各関係機関と

連携して、住民が歯科検診・保健指導を利用できる機会の確保に努

めます。

低栄養や誤嚥性肺炎の予防のため、市町村及び各関係機関と連携し

て、要介護高齢者等に対する口腔ケアや口腔リハビリテーションの

提供体制の整備に努めます。

釧路歯科医師会等の関係団体と連携しながら、様々な機会を通じて

住民の歯と口の健康づくりについて、普及・啓発に努めます。
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○

○口腔ケアが誤嚥性肺炎予防につながる等、口腔と

全身との関係について広く指摘されていることか

ら、口腔ケアが重要であることの普及啓発に努めま

す。

△

○オーラルフレイルは、早期の対応により健康な状

態に近づくことができることから、高齢者が適切な

歯科治療や定期的な歯科健診を受けたり、介護予防

の取組に参加するよう普及啓発を行います。

また、関係機関と連携し、認知症を有する方を始め

高齢者の低栄養や口腔衛生管理・口腔機能管理に関

わる歯科医療従事者の対応力向上に取り組みます。

第３－４　今後の高齢化に伴い増加する疾病対策

（歯科保健医療）

口腔ケアが誤嚥性肺炎の予防につながるなど、口腔と全身との関係

について広く指摘されていることから、口腔ケアが重要であること

の普及啓発を行います。

○釧路・根室圏域在宅歯科医療連携室から介護予防活動等の研修会への講師・説明者派

遣および連携室だよりの配付【講師・派遣者:2019年度17回、2022年度16回、2023年度

17回、だより年1回】

○口腔ケア基礎研修会（釧路保健所主催）【2018年度、2019年度各1回】

オーラルフレイルは、早期の対応により健康な状態に近づくことが

できることから、高齢者が適切な歯科治療や定期的な歯科健診を受

けたり、介護予防の取組に参加するよう普及啓発を行います。

また、高齢者の自立支援と介護予防に資するケアマネジメントの実

施を支援するため、地域ケア会議等の場において、口腔の観点から

専門的助言を行う歯科医療従事者の養成を行います。

○歯と口の健康週間【毎年6月4日～10日】

○歯の健康フェア（釧路歯科医師会）【2019年6月、2023年6月各１回】

○北海道歯・口腔の健康づくり8020推進週間【毎年11月8日～14日】

○釧路・根室圏域在宅歯科医療連携室から介護予防活動等の研修会への講師・説明者派

遣および連携室だよりの配付【講師・派遣者:2019年度17回、2022年度16回、2023年度

17回、だより年1回】

○食・口腔機能改善専門職等養成研修会（北海道歯科衛生士会・北海道委託事業）の開

催【2022年度　修了対応可能者８名】
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